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1　はじめに

（1）公社の沿革

当公社は、平成8年2月に、「産業技術に関する研究開発の促進、人材の

育成及び見本市・展示会の開催等を通じて、既存産業の高度化と新たな産
、

業の創造・育成を図ることにより、中部圏の中核たる名古屋市の産業振興

に寄与する」ことを目的として設立されました。同年4月以降、公社の実

質的な母体である（財）名古屋市見本市協会（昭和42年3月設立、平成8

年3月末解散）の職員、事業、財産を順次引き継ぎました。

以来、産学行政連携による研究会活動や研究開発事業を推進するととも

に、新事業支援センター（平成13年度開設）による創業支援、プラズマ技

術産業応用センター（平成20年8月一部稼働、平成21年2月本格稼働）

による中小企業のものづくり技術の高度化支援などにより、当地域の産業

振興に大いに貢献してきました。

また、「名古屋市中小企業振興会館」、「名古屋市国際展示場」については、

長年にわたりその施設管理を行ってきた経験・ノウハウを生かし、平成18

年度に指定管理者制度が導入された以降も、継続して指定管理者としての

選定を受け、施設の効率的な管理運営と利用者サービスの向上に努めてい

るところです。

平成22年9月には、（財）名古屋市工業技術振興協会と合併しました。

同協会は、昭和54年9月に、「工業技術の普及啓発に関する各種事業を行

い、名古屋地方における企業の工業技術の向上を図り、もって名古屋市の

産業の振興に寄与する」ことを目的として設立された団体であり、その前

身である名古屋工業研究協会が昭和26年に設立されて以来、名古屋市工業

研究所と密接に連携しつつ、地元中小企業の工業技術の向上に寄与してき

ました。

この合併に伴い、これまで公社が行ってきた事業に加え、同協会が行っ

てきた中小企業の工業技術振興事業を引き継いだことにより、賛助貞企業

をはじめとする地元中小企業のニーズを踏まえた、経営、技術両面での中

小企業への総合的な支援を行うことが可能となりました。

（2）経営改善に向けたこれまでの取り組み

経営改善の取り組みについては、平成15年度に「経営改善計画」（平成

15～17年度）」、平成18年度には第二次となる「経営改善計画」（平成18～

22年度）を策定し、この間、民間の人材、ノウハウも活用しつつ、中小企

業支援のための各種事務事業の積極的な展開を図り、効率的、機動的な改
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善を行ってきました。

また、財務面での名古屋市への依存体質の改善を図るとともに、有料広

告など新たな財源開拓と利用者ニーズに即した収益事業を展開することに

より、自主財源の確保に努めてきました。

さらに、研修の充実をはじめとする人材育成の推進や、固有職員の役付

登用などを図り、人材面での名古屋市への依存体質の改善にも努めてきま

した。

（3）経営戦略計画策定の趣旨

これまでの経営改善計画の取り組み結果と成果を検証しつつ、国の公益

法人制度改革や名古屋市の外郭団体改革をはじめとする社会経済情勢の変

化にも十分留意し、名古屋市の業務を補完・代替する役割を担うという特

性に応じた自主的・自立的・持続可能な団体を目指して、中期的な観点か

ら戦略性を持った団体経営を図るための計画策定に取り組みます。

2　経営理念と経営戦略方針

（1）経営理念

当公社と名古屋市が両輪として連携し、産業技術の研究開発の促進及び

普及啓発、、産業に関する人材の育成、経営の支援、経済交流の促進等によ

る中小企業等への総合的な支援を通じて、ものづくりをはじめとする地域

産業の高度化と新たな産業の創造・育成を図り、中部圏の中核たる名古屋

市の産業振興に寄与します。

（2）経営戦略方針て

①　名古屋市と密接に連携しつつ、合併のメリットを最大限に生かし、地域

、産業・中小企業等への総合的な支援を図る公益法人として、安定・継続し

た事業運営を図ります。

②　経営資源の集中化と事業規模の拡充等により、効率性や団体の存在意義

を高めつつ、公益財団法人への移行、指定管理者の再選定に適切に対応し

ていきます。

③　人材、財務両面での自主的・自立的・持続可能な団体を目指して、．固有

職員の人材育成・役付登用、自主財源の拡充などに一二層努めます。
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3　計画期間

平成23年度～平成25年度

4　団体の概要

（平成23年3月1日現在）

設立年月日 平成 8 年 2 月 1 日　 代表者氏名 理事長　 西部　 啓一

所在地 ． 名古屋市千種区吹上二丁 目6番 3号 電話番号　 052．－735－2115

ホームページアドレス ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ・ｎｉｐｃ・Ｃｉｔｙ・ｎａｇＯｙａ・ｊｐ／

基本金 215，390 手円 名古屋市出損金 120，000．千円 （55．7％）

所管部局 市民経済局産業部産業経済課

設立 日的

産業技術の研究開発の促進及び普及啓発」産業に関する人材

の育成、経営の支援、1経済交流の促進等による中小企業者等へ

の総合的な支援を通じて、ものづくりをはじめとする地域産業

の高度化と新たな産業の創造 ・育成を図り、．中部圏の中核たる

名古屋市の産業握興に寄与することを目的とする。

主

な

事

事東名 事業の概要

経営支援 ・
専門の資格等を有する民間の人材を活用し 創業、覿

事業に関する窓口相談、セ．ミナ一等を実施

・研究開発支援

プラズマ技術に関する相談、テスト処理 ・分析 （機器

トライアル）を実施するほカ＼ 先端技術に関する研究

会の運営等を実施 ・

工業技術振興

工業技術に関する相談 ・指導、講演会、見学会等を実

業 施するほか、中小製造業の人材育成、技術の向上、技

能の伝承を支援するための研修 ・講習会等を実施

産業振興施設の

中小企業振興会館、国際展示場、デザインホール、創

業支援施設 といった産業振興に資する各種施設の管

管理運営 理運営を実施するほか、創業支援施設の入居者に対 し

て経営等に係る支援を実施 ．
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役

職

員

数ｌ

常　 勤 非常勤

役員数 6‾人 （うち市派遣） 1人 （うち市ＯＢ）5人、 17 人

職員数 37人 （うち市派遣）12 人 （うち市ＯＢ）0人 56 人

21年度決算額

名古屋市からの収入

等

受託料収入 85，758 千円

補助金収入 980，809 千円

指定管理料収入 438，343 千円

借入金 （年度末残高） 1，163，825 千円

正味財産増減計算書 ．

経常収益 2，067，492千円

経題費．用 ．．1，由3，778 千円

経常利益 （損失） 83，714 千円

当期利益 （損失） 6年，465千円

貸借対照表

総資産‾ 2，976，125 千円

総負債 2，169，844 千円

正味財産 806，281千円

（注）平成21年度決算額は、（財）名古屋都市産業振興公社と（財）名古屋市工

業技術振興協会の実績を合算したもの
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5　現状と課題

ＳＷＯＴ分析（注）に基づき、公社の現状と課題を分析すると、以下のよ一

うになります。

内

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ （強み）

・中小企業支援法 に基づ き、名古軍市

よ り、名古屋市 内唯一 の特 定支援事

業実施法人の指 定を受 け、名古屋市

と密接 に連携 しつつ、当地 域の産業

振興 を推進 して きてお り、産業振 興

に係 る経 験 ・ノ ウハ ウを有 して い

・る。

・・平成 ′22 年 9 月 1 日に （財）名 古屋市
ヽ
工業 技術振興協会 と合併 し挺。 この

こと によ り、公益事業部 門を安定 さ

せ るとともに、賛助貞企業 をは じめ

とす る地 元 中小 企業 の こ．－ ズを踏

漂えつつ、経 営支援、技術支援、人

材育成、情報提供 な ど、様 々な側面

か ら、地域産業 ・中小企業等への総

合 的 な支援 を行 う ．こ とが可 能 と な

部 1 つ＿た。

的 ・名古屋市の出喝 に よ り設立 された公

要 的団体 であ り、社会的信用が ある。

因 ！・長年 、産業振興施設 の管理運 営を行

ってきた実績が ある。

・賛助 貞企 業をは じめ とす る地 元中小

企業、大学、研究機 閑、経済 団体等 、

産業 分 野 にお け る広 し、ネ ッ トワー ・

クが ある。

Ｗｅａｋｎｅｓｓ （弱み）

・役付職員 を名古屋市 の派遣職員、退 ・

職職 員に依存 してい る面 があ るム

・収 入 の多 くを補 助金 に依存 してい

る。

外

部

的

要

因

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ （機会）1

・長 引 く景気低 迷 を受け、．ものづ くりを

支 え る中小 企 業 が多 い 当地 域 にお け

る中小企 業 支援 は ます ます 重 要性 を．

増 してい る。

・公益財 団法人へ移行す るこ とによ り、

社会 的信 用が一層高 ま り、税制 上 も優

遇 され るな ど、公益法人 と して安定 ・

継 続 した事 業運 営 を図 るこ とがで き

る。

・合併 を契機 と して、効率的 かつ効果的

な組織 ・人員配置 を図ることが可能 と

なった。

Ｔｈ＿ｒｅａｔ（脅威）

・名古屋市の外郭団体改革等 によ り、人

材、‘財 務両面で の 自主的 ・自立 的 ・持

続可能 な団体 が求 め られ ている。

・指定管理嘩 設 について、雇用や収入な

どの面 において、 4 年 ご とに落選 リス

クを抱え るとと もに、利用料金制 が導

入 された施設 について は、景気や他施

設 との競 合等 によ．って は、施設稼働率

の減 少等 に よる赤字 ＿リス クを抱 え る

こととな る。
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（注）ＳＷＯＴ分析とは、組織のビジョンや戦略を企画立案する際に利用する現状

を分析する手法の一つであり、ＳＷＯＴは、Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）、Ｗｅａｋｎｅｓｓ（弱

み）、ＯｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙＪ（機会）、Ｔｈｒｅａｔ（脅威）の頭文字を取ったものです。

さまざまな要素をＳ（強み）・Ｗ（弱み）・0（機会）・Ｔ（脅威）の四つに分

類し、マトリクス表にまとめることにより、問題点が整理され、その結

果、解決策を見つけやすくなるという特徴があります。

6　経営戦略目標
ノ＼

（1）公益財団法人への移行

国において、民間非営利部門の活動の健全な発展を促進し、これまでの

公益法人制度に見られる様々な問題に対応するため、民間有識者による委

員会の意見に基づき公益法人に認定する制度が創設され、関係法整備がなさ

れました。

新たな制度のもと、公益財団法人へ移行することにより、社会的信用が一

層高まり、税制上も優遇されるなど、公益法人として安定・継続した事業運

営を図ることができることから、当公社の経営戦略上、公益財団法人への円

滑な移行は、最重要課題の一つとなっています。

【取組内容】

・　公益財団法人への円滑な移行を目指し、計画的に準備をすすめ、平

成23年度中に公益財団法人の認定申請を行います。

（2）次期指定管理者再選定への対応

当公社は、現在、中小企業振興会館、国際展示場の指定管理者として両

施設の管理運営を行っていますが、その選定を受けられるか否か、また、

施設稼働率等の増減が公社の雇用、財務両面で大きな影響を及ぼすことも

踏まえ、長年にわたる管理運営経験の中で蓄積した高い専門性・ノウハウ

を生かしつつ、今後も当公社が引き続き指定管理者として管理運営を行っ

ていくことができるよう努力していくことが重要です。

【取組内容】

・次期指定管理期間についても当公社が引き続き指定管理者として選

定されるよう、指定管理者事業計画に掲げた目標・事業を着実に実施

‾するとともに、効率的かつ計画的に施設の管理運営を行います。

・6・



（3）団体の自主・自立性の確保

当公社は、人材面では役職者の多くを名古屋市派遣職員・退職職員に依

存しており、財務面では収入の多くを名古屋市の補助金に依存しているの

が現状です。

国の公益法人制度改革、名古屋市の外郭団体改革、指定管理者制度にお

ける利用料金制の導入など、公社を取り巻く環境は厳しさを増しており、

このような外部環境の変化に対して、迅速かつ的確に対応し、人材面、財

務面において、これまで以上に、公社の自主・自立性を発揮していくこと

が必要です。

①人材面での自主・自立性の確保

【取組内容】

・研修・ＯＪＴを通じた固有職員の人材育成や役付登用を積極的に推

進するとともに、名古屋市や他団体の動向も踏まえつつ、公正で納得

性の高い評価基準や給与への適正な反映方法等について十分な検討、

試行を経て、一層の能力・実績に応じた人事給与制度を確立します。

・組織力の強化を図るため、ヒト・情報・モノを有効に活用するとと

もに、合併のメリッ1トを最大限に生かして、効率的かつ効果的な組織・

人員配置を行います。

【成果目標】

事　　 項
21 年 度実績

（22 年 度見込）

目　 標

23 年 度 24 年 度 2 5 年 度

役職 に 占め る固

有職 員割合 （10％ ）
10％ 15％ ． 25如

ー膚 の 能 力 ・実

績 に応 じた人 事

給与制 度

一部実施

（一部 実施 ）
検討 ． 試行 本格実施

（注）「役職に占める固有職員割合」の実績欄は、平成22年9月に（財）名

古屋市工業技術振興協会と合併したため、平成22年度見込（平成23

年3月1日現在）の割合のみ記載

②財務面での自主・自立性の確保

【取組内容】
－7・



経営基盤の一層の安定化を図るため、施設稼働率の向上や施設管理

附帯事業収入の増加、新たな財源の確保等により、自主財源を拡充し

ます。

【成果目標】

事　　 項
．2・1 年 度 実績

（22 年 度 見込 ）

目　 標

23 年 度 2．4 年 度 2‾5 年 度

経 常 収 益 に 占め

る自主財源割合 （47．4％ ）
50 ％ 50％ 50％

（注）実績欄は、平成22年度から中小企業振興会館において利用料金制が導

入され、展示施設等の使用料収入が自主財源化されたことから、平成

22年度見込の割合のみ記載

（4）地域産業・中小企業等への総合的な支援

当公社は、名古屋市より、中小企業支援法に基づく名古屋市内唯一の特

定支援事業実施法人の指定を受け、これまでも名古屋市と密接に連携しつ

つ、当地域の産業振興を推進してきました。

また、平成22年9月に（財）名古屋市工業技術振興協会と合併したこと

により、経営・技術両面での地域産業・中小企業等への総合的な支援を行

うことが可能となるとともに、賛助員企業をはじめとする地元中小企業の

ニーズを踏まえた一層効果的な事業展開が可能となりました。

長引く景気低迷を受け、ものづくりを支える中小企業が多い当地域にお

ける中小企業への支援がますます重要性を増す中、これまでに培った産業

振興に係る経験・ノウハウとともに、合併のメリットを最大限に生かした

事業展開を図っていくことが重要です。

①　経営支援

当公社では、豊富な知識；経験と幅広いネットワークを有する民間の

人材を配置した新事業支援センターにおいて、創業・新事業に関する相

談、研修を行い、起業家を支援してきました。

産業構造や消費環境が変化する中、多様化する起業家の事業分野・ニ

ーズ・成長段階を踏まえた創業支援を積極的に推進していくとともに、

重点産業分野など今後の成長が見込まれる分野に新たに進出したり、事

業転換を図ろうとする中小企業に対し、企画・研究開発から事業化まで

の各段階に応じた支援を行っていくことが重要です。

－8・



【取組内容】

・専門の資格等を有する民間の人材（マネージャー）を活用し、窓口

相談、企業訪問によるアドバイスを行います。

・創業研修を実施するとともに、第二創業を支援するセミナーを開催

します。

・大学発のベンチャ‘一企業や新事業に取り組む企業、個人を対象に事

業計画を募集しタ、発表の機会の提供、市場調査、見本市・展示会への

出展支援、交流会の開催等により、ビジネスパートナーとのマッチン

グを支援します。

【成果目標】

事　　 項
2 1 年 度 実 績

・（22 年 度 見 込 ）

目　 標

23 年 度 24 年 度 25 年 度

創 業 件 数
3 1 件

．（29 件 ）
30 件 30 件 ＿ 3°・件

経 営 相 談 支 援 件

数 ．

933華

（900 件 ）
900 件 9ｄｏ件 909 件

②　研究開発支援

ア　産学行政連携等による研究開発の推進

大学や公的研究機閑の有する技術シーズと中小企業の求める．ニーズ

の橋渡しを行い、中小企業への円滑な技術移転を促し、中小企業の研

究開発力、競争力の強化を図ることは、地域産業の振興を図る上で重

要です。

当公社ではこれまでも、名古屋市工業研究所や、なごやサイエンス

パークに集積する産業技術総合研究所、理化学研究所などの公的研究

機閑、地元大学、企業との連携を図るとともに、企業・大学等のキー

パーソンとネットワークを形成し、先端技術に関する研究開発の支援

や、研究開発の成果を新製品・新技術の開発につなげるための事業化

支援を行ってきました。

今後も産学行政連携による研究会などの活動や外部資金を活用した
ｌ

共同研究開発事業などを推進し、「環境・エネルギー課題解決産業」、「医

療・福祉・健康産業」、「先端分野産業」などの重点産業分野の活性化

を図ることが必要です。
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【取組内容】

・　研究成果の実用化・事業化を推進するため、大学、公的研究機閑、

中小企業等と連携しつつ、国等の提案公募型研究開発事業の新規獲得、

運営管理を行います。

・　産学行政連携による共同研究の実現、実用化・事業化をコーディネ

ートするため、重点産業分野に係る先端技術について、技術交流や課

題解決を目的とした研究会を開催・運営します。　ｌ

・研究開発を促進するため、なごやサイ′ェンスパーク内の研究開発セ

ンターを地域の研究機閑等に提供するとともに、同パークに立地する

研究機関相互の交流を図ります。

・市民の科学技術に対する理解と関心を深めるため、研究施設の公開、

研究内容や成果の紹介等を行います。

【成果目標】

事 ．項
2 1 年 度 実 績

（22 年 度 見込 ）

目　 標

23 年 度 24 年 度 25 年度

産 学 研 究 機 閑 連

携 支援 件 数

・3 1 件

（26 件 ）
26 件 26 件 26 件

研 究 開 発 成 果 の

実 用 イヒ ・事 業 化

件 数

1 件

（1 件 ）
2 彿 2 件 2 件

イ　プラズマ技術の産業応用の推進

プラズマ技術は様々な分野で使われており、今後の産業応用が大き

く期待されています。

しかしながら、安価で使いやすさを求める中小企業のものづくり現

場には未だ十分に浸透していないため、中小企業にプラズマ技術を普

及させ、技術革新を促していくことが、地域産業の振興を図る上で重

要です。

当公社では、なごやサイエンスパークにプラズマ技術産業応用セン

ターを設置し、中小企業が利用可能な機器と、これをサポートする研

究スタッフを配置することにより、中小企業へのプラズマ技術の普及

を推進してきました。

今後も引き続き、同センターを拠点として、中小企業へのさらなる

普及推進のための事業に取り組んでいくことが必要です。
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【取組内容】

・　プラズマ技術の啓蒙・普及のため、中小企業の技術者・研究者を対

象に、最新のプラズマ技術、産業応用事例をテーマに、した講演会を開

催します。

・　プラズマ技術の産業応用に関心のある企業を会員とする研究会「プ

ラズマが拓くものづくり研究会（ＰＬＡＭ）」において、技術相談やテ

スト処理・分析などのプラズマ技術に係る支援を行うとともに、名古

屋市工業研究所と連携し、業界に共通する技術課題の解決に取り組む

ための研究部会を組織・運営します。

・　プラズマ技術を生かした試作化、製品化を促進するため、意欲ある

中小企業に対し、資金・技術の両面から支援を行います。

【成果目標】

事　 一項

しノ

2 1 年 度 実 績

（2 2 年 度 見 込 ）

目　 標

2 3 年 度 2 4 年 度 2 5 毎 度

プ ラ ズ マ 技 術 相

談 、 テ ス ト 処 ・

痙 ・分 析 に よ る

支援 件 数

3 7 5 件

（7 6 0 件 ）、
7 7 0 件 7 7 0 件

ｌ

7 7 0 件

企 業 へ の プ ラ ズ

マ技 術 移 転 件 数

2 件

（3 件 ）
3 件 3 件 ・ 4 件

⑨　工業技術振興

この地域の産業の持続的発展のためには、地元中小企業の技術力の向

上を図り、競争力を強化することが不可欠です。

そのためには、資金や人材などに制約がある中小企業における技術的

課題の解決、新技術の導入の促進、技術者の技術・技能の向上を支援し

ていくことが重要です。

当公社は、（財）名古屋市工業技術振興協会との合併により、同協会が

行ってきた工業技術振興事業を引き継ぎました。同協会がこれまでに培

ったノウハウや人的資源、ネットワークを生かし、中小企業の技術力の

向上を積極的に支援していきます。

【取組内容】

・　中小企業が新技術開発や新分野開拓を行う際に生じる様々な問題を
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解決するための技術相談に応じるとともに、生産現場での技術指導を

希望する中小企業に対し、熟練技術者・技能者等を派遣します。

若手技術者を対象に、基礎理論や応用知識の習得を目的とした研修

を開催するとともに、中堅技術者を対象に、熟練技能者の指導による

技能の向上を目的とした実践的な講座を開催します。

経営者・技術者を対象に、最新の技術や旬な話題などを提供する講

演会、先進事例に取り組む工場への見学会を開催するとともに、異業

種交流による情報交換、産業技術図書館の管理運営等を行います。

【成果目標】

事＋ 項
2 1 年 度 実 績

（22 年 度 見 込 ）

目　 時

23 年 度 24 年 度 云5 年 度

工 業 技 術 指 導 ・

相談支援件数

265 ．件

（1由6 件 ）
竿00 件 200°件 200 件

中 小 製ノ造業 の技

術 ・技 能 の 向 上

の た め の碗 修 ・

講習会受講者数

．195 人

（275 人）
275 人 275 ．人 2 75 人

④　産業振興施設の管理運営

ア　展示施設等の管理運営

当公社は、施設の設置目的を踏まえ、利用者サービスの向上と経費

節減に努め、効率的な管理運営を行ってきており、長年にわたる管理

運営経験の中で高い専門性・ノウハウを蓄積しています。

長引く景気低迷や地域間競争の激化などにより、施設稼働率は依然

厳しい状況が続いていますが、これまでに培った施設管理の専門性・

ノウハウを十分に活用しつつ、より一層利用者サービスの向上を図り、

施設稼働率の向上につなげることが重要です。

【取組内容】

・　中小企業振興会館、国際展示場、デザインホールの3館による戦略

的な営業会議を随時開催し、各館が有する主催者、来館者等の情報を

共有化することにより、効率的な利用調整、一体的な営業活動を展開

しつつ、利用者の視点に立った管理運営の一層の充実を図ります。

・利用者満足度調査や現場の生の声などに基づく改善・工夫を一層行

うとともに、苦情処理能力、接遇能力をはじめとする職員の資質・能
・12・



力の向上を図ります。

【成果目標】

事　　 項
2 1 年 度 実 績

（2 2 年 度 見 込 ）

目標

2 3 年 度 ＿ 24 年 度 2 5 年 度

中 小 企 業 振 興 会

館 展 示 施 設 稼 働

率

5 9 ．5％

（6 4 ．6％ ）
6 7 ．．1％ 1 6 7 ．1％ 6 7 ．1％

国 際 展 示 場 展 示

施 設 稼 働 率

4 0 ．0 ％

（3 7 ．4 ％ ）
4 3 ．1％ 4 5 ．0％ ‘ 4 6 ．7 ％

：デ ザ イ ン＿ホ ー ル

稼働 畢

7 0 ．9％

（6 0．0％ ）
6 5 ．0％ 6 5 ．0％ 6 5 ．0 ％

イ　創業支援施設の管理運営

当地域の産業を活性化するためには、創業が活発に行われることが

ノ必要であり、創業しやすい環境づくりや創業の過程で抱える様々な課

題に対する支援を行い、創業を促進することが重要です。

当公社では、ソフトウェア関連、研究開発型の中小企業を育成、支

援し、都市型工業の振興を図るため、賃貸型工業団地である名古屋ビ

ジネスインキュベータ（ｎａｂｉ／金山）、名古屋ビジネスインキュベータ

白金（ｎａｂｉ／白金）を設置、管理運営を行うとともに、先端的産業分野

における新技術・新製品開発を促進するため、サイエンス交流プラザ

インキュベータルームの管理運営を行っています。

今後もこれらの施設の活用、入居企業への支援により、新規創業を

促進していくことが地域産業の振興を図る上で重要です。

【取組内容】

・　名古屋ビジネスインキュベータ（ｎａｂｉ／金山）、名古屋ビジネスイン

キュベータ白金（ｎａｂｉ／白金）、サイエンス交流プラザインキュベータ

ルームの管理運営を行うとともに、これらの施設にインキュベーショ

ンマネージャーを配置し、マネージャー間で連携を図りつつ、入居企

業に対して経営等に係る充実した支援を行います。

・　ホームページ、パンフレット等による広報をはじめ積極的な入居促
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進を図′ります。

【成果目標】

事　　 項
21 年 度実績

（22 年 度見込）

Ｊ　 目標

23 年 度 24 年 度 25 年産

都 市型 工 業 団地

新規入鹿件数

14 件

（5 件 ）
14一件 ・ 14 件

！
14 件

7　進行管理

（1）進行管理の仕組み

この計画に掲げる主な取り組みや成果目標を着実に達成していくため、

毎年、その達成状況を確認するとともに、平成23年3月11日における「東

北地方太平洋沖地震」の発生など、外部環境の変化等があった場合には、

適宜、成果目標自体の見直しについても議論するなど、柔軟かつ的確な進

行管理を行っていきます。

（2）推進体制

目標達成に向けた推進体制としては、各部署と総務部門との連携による

ヒアリングや検討会を適宜行うとともに、役員会議等において議題とし、

計画全体の進行状況や達成状況等を把握していきます。また、成果目標の

達成状況を常勤役員の業績評価に反映させるなど、目標達成に対する執行

責任体制の明確化を図り、実行性をより高めるとともに、役員会議等での

指示を職員へ周知徹底し、問題点の検証や新たな課題への対応等について、

活発な意見交換や建設的な提案を行うことにより、目標達成に向けて役職

員一丸となって取り組んでいきます。
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（参考1）

こ・財団法人名古屋市工業技術療興協会
本団体は、平成22年9月1日に「財団法人名古屋都市産業振興公社」に　　　　　　　　　　　　　　　√
統合され、「財団法人名古屋産業振興公社」となりました。　　　　　　　　　　　平成22年7月1日現在

設立年月日 滴 和．由年9月．1 日 代表者氏名 会長　 松尾 ・隆徳

ｒ所在地 名古屋市熱田区六番三丁目4軍射号　　　 恒 寄可 0箪－65午岬 3

ホＴムページ
ア　 ド　レ　え

ｈｔｔｐ：／／ｗｗ・ｎｉｐｃ・Ｃｉｔｙ・ｈａｇｏｙａ・ｊｐ／ｋｏ鴫ｙｏｕ／（（財）名言畢産業振興公社ホームへ。ゼ 印

資本金・基本金 45，，彿0千円 市串賓・出溝金 20，Ｏｄｏ千円 （　　 44．1％ ）

新車部局 、市民嘩溺碑 羊業研究所　　　　　　　 恒 番号ｌｏ52⊥654爛 03 ・

設立・目的
工業技術の沓及啓発に関する各種事業を行い、名古屋地方における企業の
工業技術の向上をはか り、もって名古屋市の産業の痕興に寄与する。

主
な
事 ．
業

事業名 21事業費 事業の概要

都市型工栄団地事業
90，085千 円

2 号団地 （ｎａｂｉ／金山） 3 号団地 （ｍｉｂｉ／白金）め
（自主事実） 運営

技癖情報交流事業・ 68，379千円
技術融合化シンポジウム∴産業技術図書館の題
営、新技術交流推進プラザの開催

都市型上奏団地事業
29，764千円

入居企業等の支援 ・（研修会の開催、相醜事業〕新
ノ（受託事業等） 規勧業支援事業）・

痩

・職
員
数

常　　　　　　　 勤　　　　　　　　 非 常 勤

疫 ．員 ，教 叫 （うち申畢　 叫 （う綿 ＯＢ） 1人　　 云6人

嘘　 員　 数 11小 壷 勅　 2人恒 市彿） 5人　　　　 0人

21常勤役
（市派埠

鍵 翠 恒 872や 2元 痍

（率時

澄 悪 幣 巨 示 円 葺票 副 54・3歳

19年度‘‘ 20年度 21年度．

市
か

．らの
財
政
支
出

畢準劉 92，750千円 90，．準3千円 85，758千円

内牒時契約金額 （92，750千印 くわ，．彿拝円） （由5，7由千円）‾

補助車 7 9，441千円 77，‾495千円 601072千円

指定酋痙細 0千円 0千円 0千円

貸付牽
く年度末残高ト

13億円 12億 円 12億 円

ノーヽ
損完
董ｉ

書芸

経営収薗 421，138千 円 388，960千円 353，405千円、

線禽貪用 387，078千円 355，525千 円 334，655千円

経常利華 （損失） 34，060千円 ・33，435千 円 18，760千円

当脚 益 ‾（損失） 33，731千円 33，352千 円 1．8，434千円

貸
借
対
照
表

総串畢 2，2芋7，郎1千円 2，166，835千円 2；087，・739千円 ．

ｌ
申溺動資産 （159，＿．860千円） （176，6如千円） （181，141千円汁

内 固定資産等 （2，078，522千円） （1，990，178千円） （1，906，59白書円）卜

総畠彿 2ｉ157，728千円 2，053，330千円 1，955，800千 円

ｌ

ｌ
内流動負債 （由，160千円） （56，961千円） （57，174千円）

内＿‾固定負膚等 （2，11叫 ．5彿千円） （1，996，370千円） （1，898，626千円）

純資産 （正味財産） 80，154千円 113，辱05千円 131，939千円



財団法人名古屋市工業技術振興協会

視 経営課題への
指標（単位） 21目標値 2 1実績値

団体における実績の評価と‾
22目標値

点 対応 22年度目標の考え方

サ
ｌ
ビ
ス
．の
充
実
と
成
果

自主研修事業参

加者の増加
参加人数
（人）． 275 2 41

アンケート調査を行い、研修内容の改善を行った。
21年度は、講座の見直しと景気の低迷ｋよる研修
参加者の，減少により、目標を達成で草なかっ私 22
年度も、企業の経費縮減により、引き続き研修参加
者の減少が見込零れるため、22年度事業計画の定
員（統合時までに終了（22．4～22．8）すろもの）とす
る。

100

賛助員数の増加
賛助員数

（企業数）
14 63 44 3

30周年事業や見学会の開催、事業内率の局部・広
報等を行うとともに、賛助員アンケ・⊥トを実埼し、
ニーズの把握に努めたが、長引く景気低迷に伴う‾
企栄の厳しい経費見直しにより、退会を申岬 る傘
票数が急増している。2学年度も厳しい状況が躇くと
予想されるが、統合のメリットを生かし、新たな車券
展開を図るとともに、企業を訪問するなど積極的な
勧誘活動を行うことにより、新規加入企業の増加を
図り、現状の維持に努める。

44 31

ロ
都市型工業団地 収入率

82 ．76

入居企業支援セミナ」の開催など入居企業への
嬢、本居希望の多いオフィス区画（小サイズ）の増
設などにより、入居企業が増えたが、長引く景気の
低迷により、退去する企業が増える傍向にある。今 76

向
上

入居率の向上 （％） 後も厳しい班祝が見込まれるが、22年度は、統合
を碗こ入居企業への支援の拡充を図り、入居傘巣
の増加に努めることにより、21年度の収入率を維持
する。

効
率
性
効率的な事業連 管理費率

4 1 38

部長ポストの克直しによる人件費の縮球等により、
経費が削減できたことで、目標を達成できた。22年 38

の
発
揮

営の推進 （％） 度も、管理職のポストをさらに見直すことにより人件
費を縮減するなど轟費の削減に努める。
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財団法人名古屋都市産業振興公社
本団体は、平成22年9月1日に「財団法人名古屋市工業技術振興協会」を統合し、
「財団法人名古患産業振興公社」とな．りました。　　　　　　　　　　　　　　　 平成22年7月1日現在
設立年月‾日 平鹿 痺 2月1日 代表者氏名 理事長　 西部　 啓一

所在準 名七厘市千種‘区吹上二丁目6番3阜 ′　　　 恒 番号卜052－7甲・一興

ホ十卑下，一戸
ア　 ド　レ　え

ｈｔｔｐ：／／耶料．一再ｐｃ．＿Ｃｉｔｙ．ｎａ料 ＆ｊｐ！・

資本金・基本金 170，900千円 市串等 ・串坤金 100，000千 円　 （．　　 58．8％ ）

所管部局 市民疎密局轟幕甲串車券経坤　　　　　 恒話番号巨 5写⊥9元⊥云4．12

設立 日＿的

産業技術に関する研究開発の促進、人材の育成及び見本市 ・展示会の開
催」地域経済の国際交流の促進等を通じて、既存産業の高度化 と新たな産
要の創造 ；：育成を図る土とにより、中部圏の中級たる名昔塵商め産巣振爽

に寄与する。

主
な
事
業

事実名 ．21事業貴 事業の概要

デザインホール等運
営 351，145千円 デザインホール及びセ ミナール⊥ム尊の管痩連営

国際展示場管理運営 258，617千円 名古屋市国際展示場の管理運営

中小企業振興会館管
理運営

1魯0，839千円 名草屋市中小企業振爽会館の管理運営

役
職
員
数Ｉ

常‘．　　　　　 勤　　　　　　　　 非　常 勤

痕 ．員　 数 5人匝 市瑚　 叫 （うち市ｄＢ） 4人　 17人

職　 員　 数 ｒ押入ｌ（彿 派勅　 9人匝 細　 0人　 ・43本

21革動役
（市派牽

踪 欝 巨 168千円 ．21正規
悼時
職員平
職員、喝奉職

翠 与 巨 ・160軸 謂 警副 4 1こ臓

19年度 ‘ 20年度 2 1．年度

市
か
ら
の
由

政・
支
出

．委託料 79，966千円 89，971千円 0千円

内辟意契約金額 （碑 9餌千円） 如診71車軸 （0千印

補助金 723，999千 円 884，583千円 920，－736千円

指車尊寧料 437，‾218千円 438，973千円 438，343千円

貸付金
（年度末残高）

0億 円 0億 円 0億 甲

′．ｔヽ損芸
董’ｉ

書芸

＿ヽ′

経常収益．‘ 1，695，6‾17千円 1，768，895千円 1，714，088車円

塔串費用 1，6 14，亭03千円 1，．6甲，997千円 1，649，123千円

経常郵轟 鴫 禾） 81，事 4千円 74，899千 円 64，965千円

当期軸益 （損失） 甲声．10千円 52，038千 円 46，031千円

．貸
借
対
照
表

由痺 車 847，．ね5千円 918，649千円＿ 8ｒ88，387千円

ｌ

内 碗動資産 （545ｉｌ47千円） （570，688千円） ．（由5；733千円）

内 固定資産等 （302，079千円） （347，962千円） （362，甲4千円）

′　総負債 3時 072千円 296，286千円 214，045千円

ｌ

ｉ

内 流動負債 （289，230千円） （267，017千円） （189，551千円）

内 固定負債等 （26，843千円） （29，269千円） （24，494千円）

純資産 （正味財産）． 531，153千円 622，364千円 674，342千円



財団法人名古屋都市産業振興公社

視 ．経営課題への
指標（単位） 21目標値 21実額値、

団体における実績の評価と
22目標値

点 ．．対応 22年度目標の考え方 ・

サ
ｌ
ビ
ス
の
充
実
と
成
果

中小企業振興会

館刺周率の向上
利用率 （％） 7 7．6 59．5

景気革化による催事恥蝕瑚餌、や期間短縮力準馨し、目標値
下回った急激な景気回復は見込めず、お坤 厳坊＼状準が
続くと予猫されるが、指定管理者として、さらなる利用促準に努
め、応募時の事業計画書に掲げた目標の達成に努めかヽ

67．1

ｌ国際展示場利用
率の向上

利用率 （％） 4 0．0 4 0カ
18年度中ら20年度まで目標値を上回ることが呼た野寒気惑
巳により利用率が低下し、一目標値並みの実績とならた・22軸
厳しい状況が続くと予想されるが、指定管理者として、睾らな奉利
用促進に努め、応募時の事業計画害に掲げた目標の達成に努
めたい。

4 1．・5

産学連携支援の

促進
支援事業数〈件） 22 19

輔年開催の大規模展示会を脾催する年であうたた率揖め併催
行事？シンポジウムや諺涙金が開催され、また、新山、産寒
帯のテーマを探る目的で立ち上げた研究会め御 宝埠章っ挺
率、．その一方で既存の研究会のうち、一声聯 上げ密封を＿．
終え挺ものもあり、続異と岬 咋度と殉じ宰続とな坤標鞍下
画っね22年度は」隔年開催ゐ大磨堪展不全の準藷をする年で
あること寧どから、目標達成は、難しい状況にあるが、産学連携．
末筆を促準し、月標竣成に努め卸ヽ

23

財
務
内 自主財源の拡充

自主財源額
35 7，388 28 1，154

デザインホール使用料収入の減少、中小傘業桃 葬坤晶貸
出料をはじめとする附帯事業収入の減少等により、Ｆ標噂を下
回った。22年度は、公社一体となって纏 のさらなる利用促進 370，00 0

容
の
改
善

（千円） に努め、一目標の達成に努めたい。値単畢革計画策皐埠の月標
値べ∵耳にあわせ、22年度から自主財源となる振興会館使用料
は目標値に含めない。）

中示企業振興会館・国 使用料収入 －
1，117，68 0 1，0°76，939

暫廃展示場使用料収入は目標値を上回ったものの、中小企業
振興会館使用料収入が甘標個を下回り全体としても目療健を 1，250，865

向
上

際展示場の徳用料収
入の向上 ．

（千円） 下回られ22年度はさら顕る利用促進に努め、癌虔管麹落とし．
て、応募時の事業計画書に掲げた目標の達成に努めたい。

効
率
性 事業の広報 ・利 ホームページの 実施 実施 より迅速な更新を行い、利用者への新鮮な ｒ　実施
の
発
捧

用 の向上 充実 情報提供に努める。


